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Shiraishi MASAO 
Abstract 
Liberty is one of the indispensable fundamental conditions on which man can live humanly. The core of 
liberty in man's political life is a freedom of criticism. This freedom of criticism is composed of freedoms of 
forming， choosing and realizing critical thoughts. 
lt is said that Japan is a liberal society. Is it a truth or a demagogy in people's political life in Japan? Is 
Japan filled with freedoms mentioned above or not? 
This paper tries to analyze two bills as concrete examples， the Party Law and the State Secret Law， and ex 
amine the present and the future of political liberty in Japan. This examination will make it clear that the 









































































































まず問題とされるべきは I定義」の中の次の丈言である O 即ち I国会または地方自治体議会



















































































































































































































CRichard von Weizsacker. Zum 40. Jahrestag der Beendigung des Krieges in Europa und der national. 
sozialistischen Gewaltherrschaft. Aηsprache am 8 . Mai 1985 in der Gedenkstunde im Plenarsaal des 
















とになっている O 即ち「外国に通報する目的」がなくても， 0'以下の要件だけでよいのである。
そこで以下に問題点を検討する。まず0'の「不当な方法で」とは 非常に暖味である O 「国家秘
密」には，通常は一般人は接近できないであろうから，何等かの方法で「国家秘密」を知った者
は r不当な方法で」知ったにちがいないと判断される可能性がある。自由民主党は，一問一答
形式のパンブ(同党政務調査会編スパイ防止法案 その背景と目的一~， 1982年)の中で r不
当な方法」とは r法令に違反する場合のほか，社会通念に照らし妥当と認められないような方









































第六条は i二年以上の有期懲役」である O 第一号は，前記の①と@のみ，第二号は，①のみ



















































政府に対する権限委譲j. '国家非常事態宣言j. '非常時物資収用法j. '業務従事の強制j. '強制
服役j. '官民の研究所・研究員を防衛目的に利用j. '防衛徴集制度の確立(兵籍名簿の準備・機
関の設置h'交通・通信の強制的統制j. '国民生活衣食住の統制j. '強制疎開j. '非常時民・
刑事特別法j. '国防秘密の保護j. '軍事秘密の保護j. '国民世論の善導j. '気象官署の統制j. '国
土地理院の統制」等々である。
きて，我々は，政党法要綱」と「国家秘密法」を検討してきたのであるが，これらは，国家
秘密」を設け，これについては，知る権利，知らせる自由の一切を禁圧し，批判的政党を排除す
るというものであった。「三矢研究」も，批判的政党を排除し，国防・軍事秘密を保護する構想
を練っていた。因に，三矢研究」の「国防秘密の保護」と「軍事秘密の保護」という事項には，
「国防保安法」と「軍機保護法」とが参照され，研究さるべき法律として明記されている。更に
付け加えれば.1986年2月，政府が国会に提出した「安全保障会議設置法案」の「安全保障会議」
は，そっくりそのまま「三矢研究」において構想されていた。即ち，上記研究事項中「内閣総理
大臣の権限強化」と「最高防衛指導機構の確立Jでは，対象法令研究として「国防会議構成法の
改正」が挙げられ，備考」として「国防会議に最高防衛指導的性格を付与」と説われ，大東亜
戦争問」における類似の機関として「大本営政府連絡会議」が指摘されている。
このように，最近3年間に作成され，又提出された法案と，今から23年前の「三矢研究」とを
比較してみると，両者が非常に良く似ていることに気付かされるのである。「三矢研究」におけ
る構想を，現在になって具体的法案として提出してきているのではなし叶、と思われるほど，両者
は同一である。要するに，支配層の思想，彼等の構想する日本国家像が.23年前も今日も，一貫
しており変わっていないということであろう。その国家像とは，疑いもなく戦時体制国家像であ
る。「政党法要綱」と「国家秘密法」とは，この国家像を実現しようとする計画の一構成部分と
して作成され，又提出されたものだと考えることができょう。但し.23年前のものと，今日のも
のとの違いは，三矢破究」が，具体的に戦争を想定して，そのための体制を構想したのに対し，
「政党法要綱」と「国家秘密法」とは，平時である現在に，戦時と同ーの体制を確立しようとし
ていることであるO
「政党法要綱」と「国家秘密法」とは，政治的自由，即ち批判の自由を封ずる狙いを持ってお
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り，制定されるならば，そのような結果を導き出すであろう法案であった。それらは，国民の批
判的思想を形成する自由，選択する自由，それを実現しようとして行動する自由を否定する内容
を字んでいた。何のために排判を封ずるのか。権力者が自由に行動できるためである。「自由社会・
日本」とは，支配層が「自由」に行動し，国民は不自由を強いられる社会だということになる。
これが I政党法要綱」と「国家秘密法」という具体的事例に即して，現代日本の支配層の思想
を検証した結果，導き出された結論である。
資料 ① 
「政党法要綱」
一.政党法制定の理由
l 現代民主市1下の政党は，最初は，特定の政治的リーダーの思想に共鳴し，その実現のため，かれを支
持する人々の私的集団として起り，次いで選挙権の拡張に伴い，膨大な選挙人の意志を纏めて，これ
を実際政治の中に流し込むチャンネルとして，半ば私的，半ば公的役割を演ずる団体に発達し，さら
に今，上のチャンネルとしての役割を基礎として，議員の選挙および国会活動を効果的たらしめるた
めに不可欠の重要な機能を営み，かつ一党で衆議院にて過半数の議席を占める場合は，単独にて，一
党で衆議院にて過半数の議席を占める政党のない場合は，二つ以上の政党が連合して，内閣を担当す
るという公的任務を呆すべき自発的結社となった。
したがって多くの国々において，選挙や政治資金等に関する法律によって，政党の活動につき，多か
れ少なかれ，規定しており，また若干の国々では，政党j去を制定して，その存在を法的に認定し，民
主政治の健全な発達に資している。かくして政党法の制定は，早かれ遅かれ，民主制国の辿るべき道
程と思われる。
2.民主政治の健全な発達のためには，政治資金の明朗化が絶対的要請である。しかし政党の公的任務が
拡大強化され，かつ文明の利器および技術の政党による利用につれ，政党が莫大な資金を要するよう
になると，党員の納付する党費のみでは，党の運営活動を到底充分に行うことができず， しかも個人
および法人による政党への寄付には一定の限度を設けることが，政治の公正上，不可避的である以上，
いづこの国においてもなんらかの形における公金による政党の援助を行い，またはその必要に迫られ
ている。わが国も決してその例外ではない。
このようにして公金による政党への援助を行うには，成文の法律によると否とにかかわらず，政党を
法的に公認することが，その条件でなければならず，その点からも政党法の制定は民主制国の一般的
趨勢と認められる O
3. わが国において本年の参議院議員の通常選挙から実施されることになった拘束名簿式比例代表制の下
では，選挙人は投票によって政党を選択しうるのみで，具体的候補者そのものの選択は，これを専ら
政党に主任せざるをえないことになる。その結果，国民の政党に対する信頼を法的に保障することが
必要となり，政党法を設けて，政党の存在，性質，地位を法的に明確化することが要請されるように
なった。
二.政党法の目的
1 .この法律は，現代民主市1の下で政党の営む機能の重要性に鑑み，政党をして国民生活の中から自発的
に生じた社会集団たるの本質を保持させつつ， しかも国民が政党に対し確固たる信頼を堅持しうるよ
う，その地位と権威とを法的に保障し，わが国民主政治の健全な発達に資することをもって目的とす
る。
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1.政党は自発的にして自由に表明される国民的意志を，一定の政治的目標を中心に結集し，国会または
地方自治体の議会の議員の選挙に当り，議員候補者を推薦して，選挙人をして効果的に投票すること
を答易ならしめ，所属議員を通じて，その公表せる綱領，政策の実現に努めるとともに，国会または
地方自治体議会の円滑な運営に協力し，さらには，国会の信任に基づき，内閣の形成と運営に任せ、ん
ことを希求せる継続的に存在し，または継続的に存在することを基本方針とする結社である O
2.政党は政治的諸問題の全般を対象とし，総合的に綱領，政策を樹立し，その実現を目指す結社であり，
ある特殊目的や利益の達成を企図する結社は政党でない。
寄与
3.政党は啓蒙宣伝活動を通じて広く国民に情報を提供し，政治教育を行い，政治意識の高揚に資すると
ともに，個人より長き生命を持続することによって，責任政治の具現に寄与する。
4.政党は国民生活の中から自発的に生じた社会集団たることを本質としているので，その基盤たる国民
生活並びに国民意志の変動に応じて容易に振動し，国民と政治との黍離を減自Ijし，革命の防止に寄与
する。
四.政党の要件
1.政党はこの法律に定める政党の定義に該当し，かつ下記要件の一つを満たし，この法律によって設置
される政党委員会に届出てその承認を得なければならない。
ト) 直近の衆議院議員の総選挙における，その結社に属する全議員の得票総数が衆議院全議員の得票総
数の百分のOを越えること。
(コ 直近の参議院議員の通常選挙におけるその結社に属する全議員の得票総数が，選挙区選出議員につ
いては，その参議院における全議員の得票総数の百分の0，比例代表区選出議員については，その
参議院における全議員の得票総数の百分のOを越えること。
(三) その結社に所属する国会議員が三十五人を越えること。
(剛 直近の自治省の発表による選挙権を有する者十万人以卜戸の連署をもって，新しい政党の設立を希望
し，かっ正式に設立した時は，その党員となることを承諾していること。
2.政党の党員および役員は日本国民でなければならない。
3.政党は成文の綱領および党則を具有しなければならない。
党則には少くも次の諸事項に関し規定していなければならないo
H 政党の名称。略称を用いる場合はその略称。
(コ政党本部の所在地。
臼党員の入党および離党。
(同党員の権利およぴ義務。
伍) 党員に関する紀律および除名。
同党大会または全国代表者会議。
(七) 党運営の主要機関。
この主要機関中には必ず会計責任者，会計監査二人以上を含めねばならなし、。会計監査の中一人は
公認会計士の資格を有する者でなければならない。
川支部および支部連合会。
(却党友，准党員，賛助員等を有する場合はそれらに関する事項。
4. 政党はその発行せる機関紙，定期刊行物，その他一切の出版物を，発行の都度，政党委員会に提出
しなければならない。
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五.政党の資金および会計
1. 政党は下記の諸収入を資金として，その支出に当てなければならない。
(ー) 党員，党友(または准党員).賛助員等の納付する会費。
口個人の寄付。
政党に寄付をなしうる個人は日本国民に限る。
(三) 日本の法律に基いて設立され，日本国民によって経営または運営されている会社，組合，その他の
団体からの寄付。
公社，公団，政府企業体および資金の全部または一部を公金に依存している団体は政党に寄付する
ことはできない。
上口および、白の寄付の金額の制限は政治資金規正法の定めるところに従う。
個人，会社，組合その他の団体よりの政党への寄付については，一定額まで免税の措置をとる。
個) 政党の発行する機関紙，定期刊行物およびその他の出版物からの収入，政党の行う講演会，研修会，
バザーその他各種の事業，活動からの収入。
(五) 政党の有する資産からの収入。
(六) 国庫よりの補助金。
(七) 党員，所属国会議員，支部等の納付する分担金。
川借入金。
(j[) その他の収入。
2.政党は会計年度毎に，その年度内に収受したる総ての収入につき，その出所，その種類，金額を政党
委員会に報告し，それを通じて公表しなければならない。
六.公金による補助
1.各政党の公的活動に対し，各会計年度毎に，国庫より政党に補助金を支給する。
2.国庫より各政党に支給すべき補助金は，下記の三種とし，各種毎に本法によって定められた国会議員
一人宛の金額につき，毎会計年度の当初における各政党に所属する国会議員の数に応じた金額とする。
(ー) 基本的補助。国会議員一人につきO円宛。
口政治教育活動のための補助。国会議員一人につきO円宛。
(ヨ調査・研究活動のための補助。国会議員一人につきO円宛。
七.政党委員会
1.政党委員会は委員十五人をもって構成し，その中，十人は国会議員，五人は学識経験者とする。
2.委員の任期はO年とする。但し再選を妨げない。
3.国会議員たる委員は，毎改選時における各政党の所属議員数に比例して，その数を割当て，各政党毎
に割当てられた数の委員を選出する。
学識経験者たる委員は衆参両院議長の協議に基づき，両院の同意を得て，衆議院議長これを委嘱する。
4.政党委員会は学識経験者たる委員の中より，委員長，委員長代理各一人を選出する。
委員長は政党委員会を名目上代表し，会議の議長となる。委員長代理は委員長に事故ある時，その職
務を代行する。
資料 ② 
「国家秘密に係るスパイ行為等の防止に関する法律案」
(目的)
第一条 この法律は，外国のために国家秘密を探知し，又は収集し，これを外国に通報する等のスパイ
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行為等を防止することにより，我が国の安全に資することを目的とする。
(定義)
第二条 この法律において「国家秘密」とは，防衛及び外交に関する別表に掲げる事項並びにこれらの
事項に係る文書，図画又は物件で，我が困の防衛上秘匿することを要し，かつ，公になっていない
ものをいう O
(国家秘密保護上の措置)
第三条 国家秘密を取り扱う国の行政機関の長は，政令で定めるところにより，国家秘密について，標
記を付し，関係者に通知する等国家秘密の保護上必要な措置を講ずるものとする。
2.前項の措置を講ずるに当たり，国家秘密を取り扱う国の行政機関の長は，国家秘密を国の行政機
関以外の者に取り扱わせる場合には，これを取り扱う者に対し国家秘密であることを周知させるた
めの特別な配慮をしなければならない。
(罰則)
第四条 次の各号のーに該当する者は，死刑又は無期懲役に処する。
一 外国(外国のために行動する者を含む。以下この条，次条及ぴ第6条において同じ)に通報する
目的をもって，又は不当な方法で，国家秘密を探知し，又は収集した者で，その探知し，又は収集
した国家秘密を外国に通報して，我が聞の安全を著しく害する危険を生じさせたもの
二 国家秘密を取り扱うことを業務とし，又は業務としていた者で，その業務により知得し，又は領
有した国家秘密を外国に通報して，我が国の安全を著しく害する危険を生じさせたもの
第五条 次の各号のーに該当する者は，無期又は三年以上の懲役に処する。
一 外国に通報する目的をもって，又は不当な方法で，国家秘密を探知し，又は収集した者で，その
探知し，又は収集した国家秘密を外国に通報したもの
二 国家秘密を取り扱うことを業務とし，又は業務としていた者で，その業務により知得し，又は領
有した国家秘密を外国に通報したもの
三 前条第一号又は第二号に該当する者を除き，国家秘密を外国に通報して，我が国の安全を著しく
害する危険を生じさせた者
第六条 次の各号のーに該当する者は，二年以上の有期懲役に処する。
一 外国に通報する目的をもって，国家秘密を探知し，又は収集した者
二 前条第一号又は第二号に該当する者を除き，国家秘密を外国に通報した者
第七条 次の各号のーに該当する者は，十年以下の懲役に処する。
一 不当な方法で，国家秘密を探知し，又は収集した者
二 国家秘密を取り扱うことを業務とし，又は業務としていた者で，その業務により知得し，又は領
有した国家秘密を他人に漏らしたもの
第八条 前条第二号に該当する者を除き，国家秘密を他人に漏らした者は，五年以下の懲役に処する。
第九条 第五条(同条第三号に係る部分を除く)及び前三条の未遂罪は，罰する。
第十条 国家秘密を取り扱うことを業務とし，又は業務としていた者で，その業務により知得し，又は
領有した国家秘密を過失により他人に漏らしたものは，二年以下の禁鋼又は二十万円以下の罰金に
処する O
2 前項に該当する者を除き，業務により知得し，又は領有した国家秘密を過失により他人に漏らし
た者は， 一年以下の禁鋼又は十万円以下の罰金に処する。
第十一吟条 第五条(同条第三号に係る部分を除く)の罪の予備又は陰謀をした者は，十年以下の懲役に
処する O
230 
「自由社会・日本」に関する十訂正
2 第六条の罪の予備又は陰謀をした者は，七年以下の懲役に処する。
3 第七条の罪の陰謀をした者は，五年以下の懲役に処する。
4 第八条の罪の陰謀をした者は，三年以下の懲役に処する O
5 第五条(同条第三号に係る部分を除く)の罪を犯すことを教唆し，又はせん動した者は，第一項
と同様とし，第六条の罪を犯すことを教峻し，又はせん動した者は，第二項と同様とし，第七条の
罪を犯すことを教唆し，又はせん動した者は，第三項と同様とし，第八条の罪を犯すことを教唆し，
y.はせん動した者は，前項と|司様とする。
6 前項の規定は，教唆された者が教唆に係る犯罪を実行した場介において，刑法(明治四十年法律
第四十五号)総別に定める教唆の規定の適用を排除するものではない。
(自首減免)
第十二条 第六条第ー号，第七条第一号，第九条又は前条第 A項から第四項までの罪を犯した者が自首
したときは，その刑を減軽し，又は免除する。
(国外犯)
第十三条 第四条から第十条まで及び第十→条第占項から第五項までの罪は，刑法第二条の例に従う。
(この法律の解釈適用)
第十四条 この法律の適用に当たっては，これを拡張して解釈して，国民の基本的人権を不当に侵害す
るようなことカまあってはならない。
附則
この法律は，公布の日から起算して六月を越えない範問内において政令で定める日から施行する。
別表(第二条関係)
一 防衛のための態勢等に関する事項
イ 防衛のための態勢，能力若しくは行動に関する構想，方針若しくは計画又はその実施の状況
ロ 自衛隊の部隊の編成又は装備
ハ 自衛隊の部隊の任務，配備，行動又は教育訓練
一 自衛隊の施設の構造，性能又は強度
ホ 自衛隊の部隊の輸送，通信の内容又は暗号
ヘ 防衛上必要な外国に関する情報
二 自衛隊の任務の遂行に必要な装備品及び資材に関する事項
イ 続船，航空機，武器，弾薬，通信器材，電波器材その他の装備品及ぴ資材(以下「装備品等」と
いう)の構造，性能若しくは製作，保管若しくは修理に関する技術，使用の方法又は品目及ぴ数
主主
塁主
ロ 装備品等の研究開発若しくは実験の計画，その実施の状況又はその成果
三外交に関する事項
イ 外交上の方針
口 外交交i歩の内谷
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ハ 外交上必要な外国に関する情報
一 外交上の通信に用いる暗号
白石正夫
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(昭和61年5月21日受理)
